
鳥取県農業共済組合

あなたの大切な資産を守る



・ガラス室

・パイプハウス

・雨よけハウス

・鉄骨ハウス

・多目的ネットハウス

・根 菜 類

・果 菜 類

・花 き 類

ハウス本体

附帯施設

施設内農作物

撤去費用

復旧費用

・設置面積の合計が0.1a（10㎡）以上のハウスを所有または管理する農

家の方が対象です。

・所有し栽培しているハウス又は栽培しようとするハウスは全棟加入で

すが、耐用年数の2.5倍を経過したハウス（例：パイプハウス 25年）に

ついては農家が加入を選択できます。

・台風接近時や大雪警報は、新規加入をお断りする場合があります。

※撤去費用は施設本体の撤去に１００万円以上の費用を要した場合か、 施設

本体に50％以上の損害があった場合に対象となります。

冷暖房施設、換気施設、カー
テン装置、灌水施設、自動制
御施設などへの被害を補償

施設内で栽培する作物への被
害を補償
(ただし、育苗中の作物は除く）

倒壊したハウス本体の撤去に
要した費用を補償
（ただし、被覆材の撤去費用は対象外）

ハウス本体・附帯施設の復旧
に要した費用を補償
（ただし、被覆材の復旧費用は対象外）

基本補償（必ず加入） 選択できる補償（オプション加入）

補償の対象となるのは

加入条件
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共済責任期間の開始日は、掛金を納付された日の翌日から1年間 です。

・盗難、いたずら

・通常の管理、損害防止を怠った場合

・損害発生通知を怠った場合

・故意、重大な過失、法令違反によって生じた損害

園芸施設共済加入時に、被覆期間と未被覆期間の申請が必要になります。

申請いただいた被覆期間・未被覆期間は、それぞれの期間を基に掛金計算に使用し

ます。

万一、補償期間中に被覆期間が変更となる場合は(被覆期間が延びるといった場合

等…)、申請時の被覆期間が終了するまでにNOSAIまで連絡をお願いします。

申請時の被覆期間が過ぎての変更は、共済金発生時に免責が生じる可能性があり

ますのでご注意ください。

施設内農作物加入時に限る

■ずっと安心！周年補償！
・加入期間は１年間となります。

・被覆していない期間に発生した雪害などによる骨材被害も補償できます。

・本体の設置期間が周年でない場合には、１ヶ月以上１年未満で加入することが

できます。

支払い対象となる災害

こんな時は共済金は支払われません

共済責任（補償）の開始及び期間
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加入されるハウスの様式（パイプの規格等）、設置の面積、被覆材（ビニール等）

の材質及び使用年数で加入時の評価額を設定します。

共済価額（時価額）＝ (①＋②)＋(③＋④＋⑤＋⑥)
基本部分 オプション部分

・③、④のオプションは、いずれかであっても加入する場合は、全棟に付ける事になります。

・⑤、⑥のオプションは、棟ごとに付ける事になります。

①パイプ部分共済価額 ＝
パイプ部分再建築価額（パイプ単価(※４)×設置面積）

×時価現有率 (※1)

②被覆材部分共済価額 ＝
被覆材部分再建築価額（被覆材単価(※５)×設置面積）

×被覆面積算定係数 (※２) × 被覆経過割合 (※３)

⑤撤去費用共済価額 ＝ ㎡当たり撤去費用(※６)×設置面積

⑥復旧費用共済価額 ＝ （パイプ単価(※４)×設置面積）

－パイプ部分共済価額

（※次ページグラフ ピンク部分）

（※１）（※２）（※３）右の表の通り、本体（パイプ等）被覆材（ビニール等）は、使用された年数で減価します。

③附帯施設共済価額 ＝ 再取得価額（販売価額、施工費などにより算出）
×附帯施設時価現有率

④施設内農作物共済価額 ＝
（パイプ部分再建築価額＋被覆材部分再建築価額）

×施設内農作物価額算定率

共済価額（時価額）の設定
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補償の基礎となる共済価額は減価割合を反映した時価額です。ただし、被覆材を除くハウス本体、

附帯施設については、加入時に「復旧費用」及び「補償割合引上」を選択することにより耐用年数に

関わらず共済価額の100％まで補償を引上げることができます。

※２・※４の型式名称「４０-１」「４０-２」は、標準仕様の間口が３．６～６ｍが「４０-１」、６～１０ｍで骨材の直径３１．８ｍｍが「４０-２」とな

ります。

経過年数 時価現有率

1年未満 100%

1年以上2年未満 95%

2年以上3年未満 90%

3年以上4年未満 85%

4年以上5年未満 80%

5年以上6年未満 75%

6年以上7年未満 70%

7年以上8年未満 65%

8年以上9年未満 60%

9年以上10年未満 55%

10年以上 50%

※1　　パイプの時価現有率

型式名称 被覆面積算定係数

40－1 2.13
40－2 1.75

※2　　被覆面積算定係数

経過年数 時価現有率

1年未満 100%

1年以上2年未満 50%

2年以上 25%

※3　　被覆経過割合　(一般農PO)

型式名称 ㎡当たりパイプ価額

40－1 1,800円
40－2 3,180円

※4　　㎡当たりパイプ価額

被覆材の種類 ㎡当たり被覆材単価

179円
264円
499円

一般農ＰＯ
0.1mm

※5　　㎡当たり被覆材価額

施設区分 ㎡当たり費用
パイプハウス 290円

※6　　㎡当たり撤去費用

本
体
の
共
済
価
額
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加入されるハウスの共済価額（時価額）に対して、希望される補償の割合（付保

割合）を 4０％～８０％から選択できます。また特約を付加すると、90％～100％ま

で引上げることができます（付保割合80％を選択した場合に付加できます）。

・付保割合は１棟ごとに選択します。

・附帯施設、施設内農作物、復旧費用、撤去費用を付加する場合は、その共済価額（時価額）を

含みます。 共済金額＝共済価額×付保割合

(共済金額×被覆期間共済掛金率×被覆期間割合×５０％ (※7))

＋ ＋事務費賦課金

(共済金額×未被覆期間共済掛金率×未被覆期間割合×５０％ (※7))

復旧費用 の価額

共
済
価
額

の価額

の価額

の時価額

の時価額

の時価額

附帯施設

施設内農作物

撤去費用

ハウス本体

被覆材

の補償額

復旧費用 の補償額

共
済
金
額

ハウス本体 の補償額

被覆材 の補償額

附帯施設 の補償額

施設内農作物 の補償額

撤去費用

補償割合
（付保割合）

最高80％まで
（付保割合80％を選択した場合

特約を付加することで

90％～100％まで補償）

(※7) 基本補償・附帯施設・施設内農作物・撤去費用

に掛かる掛金の半分は、国が負担します！
・過去の事故率から、

個人ごとの共済掛金率(危険段階)を設定します。

共済金額（補償金額）

補償割合

（付保割合）
特約を付加することで

最高100％補償

共済掛金（農家負担分）
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・共済金支払いに小損害不填補②の損害額３万円を選択

・加入期間１年間（被覆期間：8か月/未被覆期間：4か月）

・補償（付保）の割合：８０％

・プラスチックハウスⅡ類

（パイプ径：３２㎜ 間口：６m×50m 本体使用パイプ本数：８0本 被覆材：PO材０.１㎜）

(パイプ単価：3,180円/㎡ 被覆材単価：264円//㎡ 被覆面積算定係数：1.75

新規料率：2.433%（被覆）／0.030%（未被覆))

＊掛金は、農家負担分のみ載せています

＊賦課金は、被覆時期のみ発生します

経過年数 被覆時 未被覆時
ガラス室Ⅰ類 0.150%
ガラス室Ⅱ類 0.192%

プラスチックハウスⅠ類 0.500% 0.006%
プラスチックハウスⅡ類 2.433% 0.030%
プラスチックハウスⅢ類 1.093% 0.013%
プラスチックハウスⅣ類 甲 2.406% 0.023%
プラスチックハウスⅣ類 乙 0.342% 0.035%
プラスチックハウスⅤ類 2.028% 0.024%
プラスチックハウスⅥ類 4.987% 0.029%
プラスチックハウスⅦ類 0.808% 0.009%

[小損害不填補３万円：本体]　新規加入者 掛金率

※掛金割引は含めず計算しています！

・上記以外に、ハウスの建築時の見積書があれば、実際の建築費で加入ができます。

・上記は、附帯施設、内作物、撤去費用、復旧費用に加入していない場合の目安となります。

附帯施設、内作物、撤去費用、復旧費用については、別途お問い合わせください。

被覆・未被覆期間算出

被覆期間割合
被覆期間（月数）/共済責任期間（月数）

未被覆期間割合
未被覆期間（月数）/共済責任期間（月数）

被覆 未被覆

9,419 44

使用年数

１年未満 (新設ハウス)

新規設置の場合の目安　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位 ： 円)

掛金等（賦課金込）
共済価額 (パイプ + 被覆材) 共済金額 (補償金額)

9,463
1,092,600 874,080

被覆 未被覆

6,467 30

使用年数 共済価額 (パイプ + 被覆材) 共済金額 (補償金額)
掛金等（賦課金込）

設置５年目の場合の目安　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位 ： 円)

５年目 750,150 600,120
6,497

被覆 未被覆

4,411 20

使用年数 共済価額 (パイプ + 被覆材) 共済金額 (補償金額)
掛金等（賦課金込）

１１年目 511,650 409,320
4,431

設置１１年目の場合の目安　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位 ： 円)
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・共済金支払いに小損害不填補②の損害額３万円を選択

・加入期間１年間（被覆期間：8か月/未被覆期間：4か月）

・補償（付保）の割合：８０％

・プラスチックハウスⅡ類

（パイプ径：３２㎜ 間口：６m×50m 本体使用パイプ本数：80本 被覆材：PO材０.１㎜）

(パイプ単価：3,180円/㎡ 被覆材単価：264円/㎡ 被覆面積算定係数：1.75

新規料率：2.433%（被覆）／0.030%（未被覆))

このハウスが被害に遭った場合の共済金は次ページのとおりです。

事故ケースと共済金の計算例
（加入後2ヶ月目の事故）

損害共済金の

計算例

■小損害不填補
農業者が加入時に、それぞれの棟ごとに選択した次の①から⑥のいずれかの選択肢に該当する場合の

みお支払いします。

不填補の金額を小さく

補償が大きくなります

不填補の金額を大きく

掛金が少なくなります

１．①については②を選択した場合に付加できる特約で、共済価額の５％が１万円を下回る場合

は選択できません

２．特約は１棟ごとに選択します

×

×

（100％－自然消耗割合）

（100％－分割割合）

※分割割合は病害虫に適用します。

×

損害割合

損害割合

時価現有率

損害割合

損害割合

損害割合

×

×

×

×

×

損

害

額

ハウス本体 の時価額

被覆材 の時価額

附帯施設 の修繕費

施設内農作物 の価額

撤去費用 の価額

復旧費用 の価額

①１万円を超える損害額の場合

②３万円又は共済価額の５％に相当する金額を超える場合

③１０万円を超える場合

④２０万円を超える場合

⑤５０万円を超える場合（共済価額が５０万円超の場合に選択）

⑥１００万円を超える場合（共済価額が１００万円超の場合に選択）

共済金の支払い
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Ⅰ. 強風により、新設ハウスの屋根部分の被覆材（新品）に

50％の被害があった場合

共済価額 1,092,600円 ＝ パイプ価額 954,000円 ＋ 被覆材価額 138,600円

１３８，６００円 ×（１－自然消耗割合※8）× ３４．１％ ＝ ４７，２６２円

（被覆材の価額） （屋根部分の損害の割合） （損害額）

（※8） 自然消耗割合は、共済責任期間の開始日から経過した月数で減価償却率を設定します。
（３ヶ月ごとに設定 ・・・ ０％、１２％、２５％、３７％）

今回は②の「損害額が30,000円または共済価額の5％を超えるとき」を加入時に選

択しているため、共済金支払条件を満たしています。

支払共済金 ＝ 47,262円 × 80％ ＝ 37,809円

Ⅱ. 豪雪により、ハウスが半壊した

パイプ被害
１本当たり 954,000円 ÷ ８０本 ＝ １１，９２５円

ハウス半分 11,925円 × ４０本 ＝ ４７７，０００円

138,600円 × （１－自然消耗割合※8） × 50.0% ＝ ６９，３００円

(被覆材の価額) (損害の割合)

支払共済金＝(477,000円＋69,300円)×80％ ＝437,040円

※撤去費用及び復旧費用にご加入の場合、撤去費用と復旧費用に係る共済金の

算定をするために、撤去・復旧に要した経費のわかる領収書の提出が必要となりま

す。

被覆材被害
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パイプ径31.8㎜以上のプラスチックハウス(40－2型)は

掛金が15%割引されます。

以下の条件を満たした場合、掛金が5％割引されます。

①集団加入前より、加入者が増加している場合。

②園芸施設共済有資格者を分母として、加入者数が８割を

超えていること。

以下の条件によって、賦課金を割引します。

①集団の加入人数が５人～9人で構成されている場合

⇒ 10％割引

②集団の加入人数が１０人以上で構成されている場合

⇒ 20％割引

ＮＯＳＡＩは、農業用ハウスの補強や保守管理の徹底、園芸施設共済への

集団加入を進め、地域ぐるみで災害に強い施設園芸づくりに取り組

むことを応援します！

◆ 集団加入による割引対象となる団体 ◆
ＪＡ生産部会、農業生産法人等園芸施設共済の

加入資格者が構成員となっている生産出荷団体などで、

以下の点についてＮＯＳＡＩと協定を締結した団体

● ハウスの補強 ● 園芸施設共済に集団加入 ● 一斉加入受付
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～園芸施設共済の加入にあたって～

園芸施設共済に加入していただく皆様にあらかじめご承知いただきたい「金融商品の販

売等に関する法律」における重要事項、ならびに「個人情報保護法に関する法律」にお

ける個人情報の取り扱いにつきましては次の通りですので、ご承知いただきますようお願

いいたします。

1. 当組合が行う共済事業は、行政庁の指導・監督のもとに、共済組合・国の２段

階による責任分担を行っていく広く危険分散を図るなど、共済金の確実な支払い

ができる仕組みをとっておりますが、次のような場合には、共済掛金等の全額また

は一部が支払われないこと、または共済関係を解除することがありますので十分

ご留意くださるようお願いいたします。

①通常すべき管理、その他損害防止を怠った場合及び損害防止について当

共済組合の指示に従わなかった場合

②加入申し込みの際等に、重大な過失等によって不実の通知をした場合

③正当な理由がないのに、払込期日までに共済掛金の払込みが遅れた場

合

④被害発生時に当共済組合への通知を怠り、また重大な過失等不実の通

知をした場合

⑤当共済組合の財務状況によっては、共済金等のお支払する金額を削減さ

せていただくことがあります

2. 園芸施設共済のご加入の内容、申込書記載事項等（以下「個人情報」とい

う。）につきましては、

当共済組合が引受の判断、共済金等の支払い、共済契約の継続・維持管理、

各種サービスの提供・充実を行うために利用（以下「利用目的」という。）しま

す。また、本共済関係に関する個人情報は、当共済組合等が実施する他の

共済の案内等のために業務に必要な範囲で利用いたします。

①当組合は、共済金支払責任の一部を国の再保険に付しているため、支

払いに関する情報について国との間で個人情報を共同利用することが

あります-

② 法令により必要と判断される場合、または加入者・公共の利益のために

必要と考えられる場合、必要な範囲で個人情報を第三者に提供するこ

とがあります

※この重要事項の説明書の了承は、加入申込書の提出をもって、ご了承いただい

たものといたします。

共済関係成立後に交付する園芸施設共済証券で、

加入内容のご確認をお願いいたします。
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①被害発生などあれば、すぐに組合までご連絡ください。

②手続きに必要な書類等をお願いすることがありますが、ご協力お願いします。

お問い合わせは

♢東 部 支 所
〒680 - 0905

鳥取市賀露町4074

ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ：0120 - 031870
ＴＥＬ：0857 - 37 - 3301

ＦＡＸ：0857 - 37 - 3302

お問い合わせは

♢中 部 支 所
〒689 - 2202

東伯郡北栄町東園271

ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ：0120 - 031180
ＴＥＬ：0858 - 37 - 5252

ＦＡＸ：0858 - 37 - 5025

♢本 所
ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ：0120 - 031559
ＴＥＬ：0858 - 37 - 5631

お問い合わせは

♢西 部 支 所
〒683 - 0004

米子市上福原658-１

ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ：0120 - 031492
ＴＥＬ：0859 - 22 - 1001

詳しくは、お近くの支所まで！ (R２.9.１現在)
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